
１　令和元年度普通交付税概要
　この資料は、「地方交付税法(昭和25年法律第211号)」及び「普通交付税に関する省令(昭和37年自治省令第17号)」に基づき決定された普通交付税の概要をとりまとめたものである。
１　地方交付税の総額
　地方交付税の総額は、16兆1,809億円で前年度（16兆1,181億円）に比べ+628億円、+0.4％となった。

　地方交付税の総額の内訳は、国税５税（所得税・法人税の33.1％､酒税の50％、消費税の20.8％及び地方法人税の100％）の額16兆2,108億円（過年度精算分除く）、国の一般会計からの加算額2,633億円等である。

　その結果、別表のとおり普通交付税は15兆2,100億円、特別交付税は9,709億円となっている。

　なお、臨時財政対策債発行可能額の総額は3兆2,568億円となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　主な算定項目
（１）　当分の間の措置として、「地域の元気創造事業費」及び「人口減少等特別対策事業費」において、まち・ひと・しごと創生に要する経費の財源を措置すること。
（２）　子ども・子育て支援施策、児童虐待防止、障害者の自立支援、介護保険料の低所得者軽減強化、少子・高齢社会に対応した地域福祉施策等に要する経費の財源を充実すること。
（３）　特別支援教育の充実、冷房設備の光熱水費その他の公立小中学校の運営等に要する経費の財源を充実すること。
（４）　森林環境譲与税を活用して実施する森林整備等に要する経費の財源を措置すること。

（５）　公共施設等の適正管理を推進するため、維持補修に要する経費の財源を充実すること。
（６）　東日本大震災の被災団体に対し、算定に用いる国勢調査の人口等について特例的な措置を講じること。
（７）　その他制度の改正に伴って必要となる経費及び地方公共団体の行政水準の確保のために必要となる経費の財源を措置すること。
（８）　臨時財政対策債への振替額に相当する額を控除した額を基準財政需要額とすること。
３　本県市町村分の普通交付税額
　本県における市町村分の普通交付税の交付額は、1,327億5,043万円（対前年度比4.9％増）である。なお、臨時財政対策債発行可能額は639億3,299万2千円で、これを普通交付税に合算した額は1,966億8,342万2千円となる。
４　本県市町村分の普通交付税の特徴
令 和 元 年 度 普 通 交 付 税 決 定 状 況
    　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　　　分
	令和元年度
Ａ
	平成30年度
Ｂ
	増　減　額

Ｃ(Ａ－Ｂ)
	増　減　率

Ｃ／Ｂ ％

	基準財政
需要額
	市
	1,026,208,198
	1,010,203,123
	16,005,075
	1.6％

	
	 町村
	89,267,351
	88,328,744
	938,607
	1.1％

	
	  計
	1,115,475,549
	1,098,531,867
	16,943,682
	1.5％

	基準財政
収入額
	  市
	926,476,501
	916,660,241
	9,816,260
	1.1％

	
	 町村
	61,813,420
	61,557,050
	256,370
	0.4％

	
	  計
	988,289,921
	978,217,291
	10,072,630
	1.0％

	交付決定額
	  市
	104,704,444
	99,353,663
	5,350,781
	5.4％

	
	 町村
	28,045,986
	27,237,414
	808,572
	3.0％

	
	  計
	132,750,430
	126,591,077
	6,159,353
	4.9％


　　　　※需要額・収入額については、合併算定替ベースの額（錯誤額含む）である。また、不交付団体を
　　　　　含む数値のため、表内の計算において交付決定額とは一致しない。

(1)　基準財政需要額関係

　　ア　社会福祉費の増
　国の「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に基づく市町村の体制強化に係る経費の拡充等により、79億円増（5.4%増）となった。
　　イ　高齢者保健福祉費（65歳以上）の増

　社会保障充実分に係る経費（介護保険料の低所得者の軽減強化）の措置による単位費用の増や、65歳以上人口が急増していることに伴う行政需要を反映する数値急増補正の増などにより、38億円増（3.7%増）となった。
 (2)　基準財政収入額関係

　　ア　市町村民税（所得割）の増
　所得割納税義務者数の増や、一人当たり税負担額の増などにより、70億円増（1.9%増）となった。
　　イ　固定資産税の増
　新築家屋の増などにより、58億円増（1.7%増）となった。
主　 要 　税　 目　 の　 状　 況

　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）
	区　　分
	市町村民税
所得割※
	市町村民税
法人税割
	固定資産税
	地方消費税

交　付　金
	市　町　村

た ば こ 税

	令 和 元 年 度
基準財政収入額
	384,628,826
	37,204,355
	340,318,057
	104,633,356
	35,011,543

	平 成 30 年 度
基準財政収入額
	377,630,350
	39,793,584
	334,507,385
	105,888,923
	34,100,257

	増減額
	6,998,476
	▲2,589,229
	5,810,672
	▲1,255,567
	911,286

	増減率
	1.9
	▲6.5
	1.7
	▲1.2
	2.7


　　　※　県費負担教職員の給与負担事務の移譲に伴い設けられた指定都市への交付金を含んで

　　　　比較している。
５　本県市町村分の臨時財政対策債発行可能額
　令和元年度の臨時財政対策債の発行可能額は、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する方式〔財源不足額基礎方式〕により算出した額となっている。
　
　　発行可能額：　県　計　　 639億3,299万2千円
２　令和元年度地方特例交付金の概要
　１　地方特例交付金
　（１）個人住民税減収補填特例交付金
　所得税で控除しきれない住宅ローン減税額を住民税から控除することによる地方公共団体の減収を補填するために交付されている。
（２）自動車税減収補填特例交付金及び軽自動車税減収補填特例交付金

　自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による地方公共団体の減収を補填するために今年度から新たに交付される。
    本県における令和年度市町村分の地方特例交付金の交付額は、下記のとおりである。
    　交付決定額　　　　　　　　　　 88億3,513万円
　 　　 市　計　  83億5,409万5千円
　　    町村計　   4億8,103万5千円
　　　

３ 交付税概要の見方
１　主な用語の説明
 (1)　普通交付税
      地方交付税の主体をなすもので、基準財政需要額に対して基準財政収入額が不足する地方公共団体に

　　その不足相当額が交付されるものであり、交付総額は地方交付税総額の９４％相当分である。
 (2)  特別交付税
　　　普通交付税の算定方法では捕捉されなかった災害等の特別な財政需要を考慮して交付されるものであ
　　り、交付総額は地方交付税総額の６％相当分である。
 (3)  基準財政需要額
　　　各地方公共団体における財政需要を一定の方法により合理的に計算した額をいう。
　　　基準財政需要額＝単位費用×測定単位×補正係数
 (4)  基準財政収入額
　　　各地方公共団体における法定普通税を中心とした税収入額を一定の方法により計算した額の７５％相

　　当額等をいう。
 (5)  単位費用
　　　標準的な地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政運営を行う際の各測定単位当たり費用をいう。
 (6)  測定単位
　　　地方行政の種類ごとに設けられ、かつ、この種類ごとにその量を測定する単位をいう。
 (7)  補正係数
      基準財政需要額を算定する際、各地方公共団体の人口規模や地理的条件などの要因による費用の差を
　　反映させるため、測定単位の数値を割増し又は割落としするための係数をいう。
 (8)  財源不足額
　　　基準財政需要額－基準財政収入額＝Ａ
　　　Ａが正数の場合、Ａを財源不足額といい、Ａが負数の場合、Ａを財源超過額という。
 (9)  調整率
　各地方公共団体の財源不足額の合計額が、普通交付税総額を超過する場合に、総額に合わせるための減額率をいう。
             　　  調整率 ＝   財源不足額の合計額－普通交付税総額 
           　 　　　　　　　　財源不足団体の基準財政需要額の合計額
(10) 合併算定替

　　　市町村合併後の一定期間、新市町村の普通交付税が、合併しなかったと仮定した場合に算定される旧市町村の普通交付税の合計額を下回らないようにする特例である。一定期間経過後も５年間は、激変緩和措置として、旧市町村の合計額と新市町村の算定額との差額の一定割合が保証される。
２　他の資料と比較検討する際の留意点
 (1)  基準財政需要額の経費の種類については、概ね地方財政状況調と一致しているが、詳細については区
　　分内容を参照されたい。
 (2)  基準財政収入額については、各税目で計算方法が異なり、かつ理論計算されていることに留意された
　　い。


